
第3章

今、データはイノベーションをいかに駆動するか

　本章では、今日の広範囲にわたる社会経済現象である、データ駆動型イノベー

ションの主要な推進要因について述べる。本章では、経済全体でのデータと分析

の導入につながる主要トレンドを取り上げる。これらのトレンドは、1）データ

生成と収集、2）データ処理と分析、3）データ駆動型意思決定に関連する。ま

た、これらのトレンドが合わさることによって、どのように、知識創造の「産業

化」と自動化に向けた意思決定におけるパラダイム・シフトが起こっているかを

示す。さらに、本章では、データ駆動型意思決定の限界を示し、重要な政策上の

含意を示して議論を終える。

　それでは、我々は、どのように将来を見いだすだろうか、そしてあなたならどうする
だろう？ 次の7つのルールは、出発点としては悪くない。
　1. 相互媒介者を探す。2. 指数関数の波に乗る。3. 解放者を支援する。4. 大胆さを評
価する。5. オープン性を頼る。6. 掘り下げたデザインを求める。7. 時間を浪費する人と
時間を過ごす。

――ゲッツ（Goetz, 2012）
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はじめに

　価値創造を推進し、新たな産業、プロセスや製品の発展を後押しするデータ駆動型イノベーショ
ン（DDI）にとって、データは、ますます重要な資源となっている。しかし、データの重要性は、
経済的にも社会的にも、新しいものではない。多くの活動がデータの分析と利用を中心に長い間展
開されてきた。データは、デジタル革命以前から、科学的発見や、会計等を通じた事業活動の監視
のためにこれまでも利用されてきた。また、初期の歴史においても、例えば、特定の集団の構成員
に関する情報（いわゆる国勢調査）1を維持するための手段として、データが体系的に収集され、利
用されたという証拠もある。さらに、ビジネスでは、「ビジネスインテリジェンス」（Luhn, 1958）2や

「データ倉庫業」（Keen, 1978; Sol, 1987）といった概念は、1960年代に登場し、コンピュータが意
思決定支援システム（DSSs）として利用されるようになってきた1980年代後半頃に普及した。金
融部門は、不正行為の検出や信用リスクの評価などのために、意思決定支援システムを長年にわた
り使用してきた良い事例である（Inmon and Kelley, 1992）。

　とはいえ、次の3つの主要な社会経済的及び技術トレンドが融合したことで、DDIは、現代にお
ける新たな成長の源となりつつある。1）生成され、収集されるデータの指数関数的な増加、2）デ
ータ分析力の広範囲な普及、3）知識創造と意思決定におけるパラダイム・シフト。これら3つの
トレンドは、第1章（図1.7）で紹介したデータ価値循環に沿って展開している。データ価値循環に
沿ったトレンドの融合は、それまでには不可能であった方法で、データを利用することを可能にし
た。これらの3つの主要なトレンドについては、図3.1に示すような、鍵となる実現要因に着目しつ
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図3.1　データ駆動型イノベーション（DDI）におけるデータ価値循環と
主要トレンドと実現要因の融合
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注：データ専門家のスキル、データ分析の採用の鍵については、第6章を参照。



つ、以下でさらに議論する。

　鍵となるトレンドとDDIの実現要因を理解することは、各国政府が、この新しい成長の源泉を活
用するために、それぞれの経済における状況を評価するうえで、不可欠である。利益を実現するた
めにこれらすべての要因が完全に開発されている必要があることを意味するものではないが、以上
のトレンドや要因がより普及している経済は、DDIから利益を得るうえで、有利な立場にあると予
想される。第2章で詳細に説明したように、データ・エコシステムのグローバルな性質により、他
の場所で生産されたデータと分析関連の製品やサービスを通じて、各国がDDIの恩恵を受けること
ができる。しかし、データと分析について供給と利用の両方で強化された能力を持つ国が、DDIの
恩恵を享受するための最良の位置にあると想定することができる。つまり、供給側が良好に機能し
ていることが、繁栄するデータ・エコシステム開発のための前提条件であるが、一方で、需要側が
良好に機能していることは、データ駆動型の起業家が、経済全体で、商品やサービスを革新するた
めにデータや分析を利用することを可能にする（第2章参照）。

第1節　生成され、収集されるデータの指数関数的な増加

　DDIを駆動する最初の主要なトレンドは、純粋にデータ量が増加していることである。生成、収
集、保存されている実際の総データ量の測定は、まだ推測の域を出ないものの、ある資料によると、
2010年だけでも、企業全体で、ディスク・ドライブ上に新しいデータを7エクサバイト以上保存し
ており、また、消費者側では、新しいデータを6エクサバイト以上保存していることを示唆してい
る（MGI, 2011）。ちなみに、1エクサバイトは10億ギガバイトに対応し、例えば、DVD品質の動画
の約5万年分に相当する。この記憶容量の増大により、2010年の累積データ量は、1,000エクサバイ
ト以上に達していると推定され、また、ある推計では、モノのインターネットの登場により、2010
年代中に40倍になるとしている（以下の節を参照）（IDC, 2012a）。

　ほぼすべてのメディアのデジタル化と、社会・経済活動のインターネットへの移行の増加は、
（ソーシャルネットワーク、電子商取引、e-ヘルスや電子政府などのインターネットベースのサー
ビスを介して）経済のすべての部門と社会生活のあらゆる分野におけるデジタル・データ量の空前
の増加を引き起こしている、最も重要な発展のうちの2つとなっている。例えば、すでに2013年に
は、OECD加盟国地域の人口の約半分が、オンラインで商品やサービスを購入していた。これによ
り、製品の推奨とパーソナライゼーションを含め、パーソナライズされたマーケティングのために、
さらに利用されるようなデータが生成されている（図3.2）。

　また、モバイルと固定網を介して接続された端末数の増加により、物理的な世界（オフライン）
での活動についても、捕捉される数がかつてなく増加している。世界を加工可能・定量化可能なデ
ータに変換するこのプロセスは、しばしば、「データ」と「定量化」の混成語である、「データフィ
ケーション」と呼ばれている（Hey, 2004; Bertolucci, 2013; Mayer-Schönberger and Cukier, 2013）3。
オフライン活動のデータフィケーションは、さらなるデータの津波をもたらしている。2013年に、
世界のモバイル契約者数は約70億となっており、そのうち約15パーセントが、多様なセンサーデ
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ータを収集・伝送可能なモバイル端末向けアプリケーション（アプリ）を実行できるスマートフォ
ンであった（Cisco, 2013; ITU, 2014）。スマートフォンの数とこれらの端末にインストールされてい
るアプリの数は増加し続けているため、すべてのアプリがアクティブに使用されていない場合であ
っても、より多くのデータが生成されると期待できる。2013年には、スマートフォン利用者は、平
均して約30のアプリをスマートフォンにインストールしており、そのアプリの多くが、（例えば）
通信、位置や個人口座に関するデータを収集している（OECD, 2014）。

　スマートフォンは、アプリによって、多目的モバイル端末に変化しており、2013年には、世界で、
毎月1.5エクサバイト（ギガバイトの10億倍）以上のデータを生成している。しかし、モバイルデ
ータの増加は、スマートフォンやタブレットの利用によるものばかりでなく、これらは、総モバイ
ルトラフィック容量の半分程度を占めるにすぎないと推定されている。データ量の成長がさらに速
いのは、物理的な世界で（オフライン）の活動に関する領域で、センサーを搭載し、機器間通信

（M2M）に対応した相互接続されているモノ、いわゆるモノのインターネット（IoT）によって生成
されている。全体として、Cisco（2013）は、すべてのモバイル端末によって生成されたデータトラ
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図3.2　オンライン購入の普及（2007年、2013年）
オンラインで商品やサービスを注文する人の割合
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注：オーストラリアについては、2013年ではなく2012/2013年（2013年6月に終了する会計年度）を、2007年については、
2006/2007（2007年6月に終了する会計年度）年のデータ、16歳から74歳までの人の代わりに、15歳以上の人のデータを
参照した。カナダは、2012年のデータで、任意の場所からインターネット上で商品やサービス（個人用または家庭用）を
注文した個人についてのデータである。チリは、2009年と2012年のデータを参照した。日本は、2012年のデータを参照し、
16歳から74歳までではなく、15歳から69歳の人のデータである。イスラエルは、すべての種類の商品やサービスを購入
するためにインターネットを使用する20歳以上のすべての人のデータを参照した。韓国は、インターネット利用に関する
2012年の調査に基づくOECDの推計によるもので、12歳以上の人口を対象としている。2013年には、携帯端末を経由して
購入する人の割合は35.5パーセントに達した。ニュージーランドは、個人的な利用のために、オンライン決済が必要な方
法で、インターネット経由で商品を購入した人についての2006年と2012年のデータを参照している。スイスは、2007年の
代わりに2005年のデータを参照した。米国は、2011年5月と2007年9月の「ピュー・インターネット調査」に基づくデー
タを利用しており、18歳以上の人が含まれている。

出典：OECD（2014）, Measuring the Digital Economy, OECD Publishing, Paris. データ源は、OECD ICTデータベース（OECD 
ICT Database）、欧州統計局（Eurostat）情報社会統計（Information Society Statistics）、各国情報（2014年5月）。http://
dx.doi.org/10.1787/888933148361.



フィック量は、毎年ほぼ倍増し、2017年には11エクサバイト以上に達すると推定している（図3.3）。
この「データフィケーション」プロセスは、M2M（固定とモバイル）による通信量が、人間による
データ通信を超えた時点で、転換点に達するだろう。これは、ほとんどの先進国でさえまだ揺籃期
にある、DDIの新たな段階を示すものである。

　次節では、データとIoTが指数関数的に成長するうえで、重要な実現要因を取り上げる。ただし、
そこでは、主な実現要因が特定されているものの、社会的・経済的効果とIoTの政策的含意を完全
に理解することは、本小節の範疇を超えるため、さらなる研究が必要である。指数関数的なデータ
の成長のための主要な実現要因は、次が含まれる。

●● 高速かつオープンなインターネットへのアクセス―データの自由な流通を実現する。

●● センサーとセンサー・ネットワーク―物理的な世界のユビキタスなデータフィケーションを
実現する。

●● 機器間（M2M）通信―モノのインターネット（IoT）におけるデータ交換を可能にする。

高速かつオープンなインターネットへのアクセス―データの自由な流通を実現する

高速モバイル・ブロードバンド

　ブロードバンドの急速な普及は、DDIの最も基本的な実現要因の一つである。高速ブロードバン
ドは、インターネット・アプリケーションや今やますますスマートになり相互接続された端末を経
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図3.3　グローバルなインターネットプロトコル（IP）の月間データトラフィック量
（2005～2017年）
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出典：OECD事務局算定。データ源はCisco（2013）,“Cisco Visual Networking Index: Forecast and methodology”, 2012-17, 
www.cisco.com/c/en/us/solutions/collateral/service-provider/ip-ngn-ip-next-generation-network/white_paper_c11-481360.
html（2014年6月）。


